JSLA問題債権委員会
基本契約書
平成17年11月10日

貸付債権等譲渡に関する基本契約書

（問題債権用）

●●●（以下、「甲」という。）及び●●●（以下、「乙」という。）は、甲及び乙の間で行われる貸付債権等の譲渡取引及びこれに付随する取引に関し、以下の通り合意する（この契約をその変更、修正に係る契約を含め、以下「本契約」という。）。

第1条（定義）
本契約で用いられる以下の用語は以下の意義を有する。
	(1)
	「受渡場所」
	譲渡人の本店、又は本件関連契約の原本等を引き渡す場所として個別契約に記載され、若しくはかかる場所として譲渡人及び譲受人が別途合意する場所をいう。

	(2)

	「受渡日」


	各個別譲渡取引において、譲渡人が譲受人に本件貸付債権等を譲り渡し、譲受人が譲渡人にその譲渡価額を支払う日として個別契約に記載され、又はかかる日として譲渡人及び譲受人が別途合意する営業日をいう。

	(3)
	「営業日」
	銀行法（昭和56年法律第59号。その後の改正を含む。）において銀行の休日として定められた日以外の日をいう。

	(4)
	「開示資料」
	個別譲渡取引に関連して譲渡人が譲受人に対して約定日以前に提供した本件貸付債権等となる予定のもの及び担保不動産に関する書類及び資料（写しを含む。）の一切をいう。

	(5)
	「回収関連費用」
	本件貸付債権等の保全、権利の行使、取立及び回収等に関連して又はこれらに起因して発生する合理的費用をいい、原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）に対する督促若しくは訴訟、その他の争訟の提起、担保不動産の売却処分、抵当権等、その他担保権の実行、担保不動産上の占有者の立退き若しくは不法占有者の排除等に要する費用、鑑定費用、裁判所に納付を要する費用、保険料、担保不動産の任意売却の場合に後順位抵当権者に支払う承諾料、租税債務の立替払いに係る費用又は印紙税その他の租税公課及び弁護士、会計士、税理士又は司法書士等の専門家費用等を含むものとする。

	(6)
	「貸金業法」
	貸金業の規制等に関する法律（昭和58年法律第32号。その後の改正を含む。）をいう。

	(7)
	「管財人等」
	原債務者等について法的倒産手続が係属している場合、その手続において、法令等に従い選任された管財人、保全管理人、更生管財人、特別清算人、管理人その他法的倒産手続に関連して原債務者等の財産の管理処分権を有する者をいう。

	(8)
	「基準日」
	本件貸付債権等の譲渡に係る基準日として個別契約に記載される営業日をいう。

	(9)
	「競売手続」
	抵当権等及びその他担保権の実行としての競売手続（物上代位を含む。）をいう。

	(10)
	「競売手続関係書類」
	競売手続きに関する一切の書類をいう。

	(11)
	「原債務者」
	本件貸付債権の債務者として個別契約に記載される者をいう。

	(12)
	「原債務者等」
	原債務者並びに本件担保・保証等の担保提供者及び保証人等、その他の原債務者の本件貸付債権に係る債務につき履行義務又は責任を負う者をいう。

	(13)
	「個別契約」
	個別譲渡取引に関する合意である貸付債権等譲渡契約書（その変更、修正に係る契約書を含む。）をいう。

	(14)
	「個別譲渡取引」
	本契約に基づき甲及び乙間で行われる特定の貸付債権等の譲渡取引をいう。

	(15)
	「譲受人」
	個別譲渡取引において譲渡人より本件貸付債権等を譲り受ける者をいう。

	(16)
	「譲受人帰属弁済金」
	本件貸付債権等に関し、原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）より基準日の翌日以降に支払われる一切の弁済金（本件貸付債権に係る元本、利息及び遅延損害金、法的倒産手続又は競売手続における債権者に対する配当、その他原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）により支払われる弁済並びに費用等償還請求権に基づく償還金等を含む。）及びその支払のための小切手その他の現金以外の支払手段をいう。

	(17)
	「譲渡価額」
	本件貸付債権等の譲渡の対価として個別契約に記載される金額をいう。

	(18)
	「譲渡人」
	個別譲渡取引において本件貸付債権等を譲渡する者をいい、本件貸付債権に係る貸付を原債務者に対し実行した者であるか否かを問わない。

	(19)
	「譲渡人帰属弁済金」
	本件貸付債権等に関し、原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）より支払われる一切の弁済金（本件貸付債権に係る元本、利息及び遅延損害金、法的倒産手続又は競売手続における債権者に対する配当、その他原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）により支払われる弁済並びに費用等償還請求権に基づく償還金等を含む。）及びその支払のための小切手その他の現金以外の支払手段であって、譲受人帰属弁済金には属さないものをいう。

	(20)
	「その他担保権」
	本件貸付債権とともに譲渡人より譲受人に移転するものとして個別契約に記載される、本件貸付債権を被担保債権とする抵当権等以外の質権、根質権、譲渡担保権、根譲渡担保権、及びその他の担保権を総称していう。

	(21)
	「担保不動産」
	抵当権等が設定された不動産等をいう。

	(22)
	「抵当権等」
	本件貸付債権とともに譲渡人より譲受人に移転するものとして個別契約に記載される、本件貸付債権を被担保債権とする抵当権及び根抵当権を総称していう。

	(23)
	「転譲渡等」
	個別譲渡取引により譲り受けた本件貸付債権等の全部又は一部について、譲受人が行う譲渡、担保差入れその他の処分をいう。

	(24)
	「費用等償還請求権」
	本件担保・保証等に関連して、（ⅰ）競売手続の申立人又はその承継人等が管轄裁判所に納付した予納金及び予納郵券の残額の返還請求権、（ⅱ）競売手続の申立人又はその承継人等が負担した費用（差押登記登録免許税、不動産評価料、現況調査費用及び新聞紙掲載料等を含む。）の償還請求権、並びに（ⅲ）その他個別契約に記載される特定の手続に関する特定の請求権で、民事執行法（昭和54年法律第4号。その後の改正を含む。）その他の法令の規定に基づき、その償還を受けることができるものの償還請求権をいう。

	(25)
	「法的倒産手続」
	破産法（平成16年法律第75号。その後の改正を含む。）に基づく破産手続、民事再生法（平成11年法律第225号。その後の改正を含む。）に基づく再生手続、会社更生法（平成14年法律第154号。その後の改正を含む。）に基づく会社更生手続、商法（明治32年法律第48号。その後の改正を含む。）に基づく会社整理手続及び特別清算手続、その他これらに類似する手続をいう。

	(26)
	「法的倒産手続関係書類」
	原債務者について係属している法的倒産手続に関する一切の書類（管轄裁判所の認可・実行命令等を受けた更生計画・協定書等、配当表、原債務者、管財人等又は管轄裁判所からの連絡文書、原債務者、管財人等又は管轄裁判所宛に提出された文書を含む。）をいう。

	(27)
	「法令等」
	本契約、個別契約、本契約及び個別契約に基づく取引又は本契約及び個別契約の当事者に適用される日本国又は関係国の条約、法律、政令、府令、省令、告示、規則、条例、裁判、判定、決定、命令、仲裁判断、通達、事務ガイドライン並びに自主規制機関の命令、指示及び規定等をいう。

	(28)
	「保証人」
	本件保証等に係る保証債務履行義務を負担する者をいう。

	(29)
	「本件貸付契約」
	本件貸付債権の発生原因である金銭消費貸借契約（手形貸付契約を含む。）（その変更、修正に係る契約を含む。）をいう。

	(30)
	「本件貸付債権」
	個別契約において譲渡される債権として記載される貸付債権をいい、譲渡人と原債務者との間で銀行取引約定書、金融取引約定書その他の基本契約が存在する場合には、当該基本契約に基づき当該貸付債権に適用され得る一切の権利（担保・保証の提供を求める権利、調査権及び報告請求権等を含むが、これらに限られない。）を含む。

	(31)
	「本件貸付債権等」
	本件貸付債権並びに本件担保・保証等及び費用等償還請求権をいう。

	(32)
	「本件関連契約」
	各本件貸付債権等の発生、変更、移転及び消滅の原因を構成し、これを規律するすべての諸契約（本件貸付契約、抵当権等に係る抵当権等設定契約、本件保証等に係る保証契約等を含む。）（その変更、修正に係る契約を含む。）をいう。

	(33)
	「本件担保・保証等」
	抵当権等、その他担保権及び本件保証等をいう。

	(34)
	「本件保証等」
	本件貸付債権とともに譲渡人より譲受人に移転するものとして個別契約に記載される、本件貸付債権に係る債務の支払を担保する保証債務履行請求権及びこれらに類するもの（担保提供予約、保証予約その他の本件貸付債権に係る債務の支払を担保する一切の権利及び利益）を総称していう。

	(35)
	「約定日」
	個別契約の締結日をいう。


第2条（適用範囲等）
(1)本契約は、本契約締結日以降に行われる甲及び乙間の貸付債権等の譲渡取引及びこれに付随する取引のうち、本契約に基づく旨が明示された取引に適用されるものとする。
(2)個別契約の規定と本契約の規定の間に齟齬が生じた場合には、個別契約の規定が優先するものとする。

第3条（個別譲渡取引の実施）
(1)甲及び乙間の個別譲渡取引は、個別契約を締結することによりその約定日に成立する。甲及び乙は、個別契約を締結する場合には、同契約書を2通作成し、甲及び乙が記名押印又は署名のうえ各1通ずつを保有する。個別契約の締結により、甲及び乙は、本契約及び個別契約記載の条件に従い、受渡日に、譲渡人が譲受人に対して本件貸付債権等を譲渡し、譲受人が譲渡人に対して譲渡価額を支払うことに合意する。甲及び乙は、個別契約において別途定める場合を除き、譲受人は、本契約及び個別契約に基づく本件貸付債権等の譲渡により、本件貸付債権等に関する譲渡人又は管財人等の義務を引き受けるものではないことを了解している。

(2)本件貸付債権等は、前項に定める譲渡価額全額の支払が譲受人によりなされた時に、譲渡人から譲受人に移転するものとする。
(3)譲渡人は、受渡日において、前項に定める譲渡価額全額の受領を確認するのと引換えに、受渡場所において、下記の書類を譲受人に引き渡す。ただし、当該書類のうち、法令等又は譲渡人が別途第三者と締結している契約等に基づき原本の保管を義務づけられているもの又は原本の引渡しができないものとして譲受人が同意したものについては、その写しを譲受人に交付するものとし、以後、譲渡人は、当該原本を譲受人のためにも代理保管し、譲受人が自己の権利行使、義務の履行等のためにその原本の利用が必要な場合には、合理的な範囲内で譲受人がその原本を利用できるように協力するものとする。また、譲渡人が本条項に従って当該書類の原本を引渡した場合において、その引渡以降に譲渡人が自己の権利行使、義務履行等のために当該書類の原本を必要とするときは、譲受人は、合理的な範囲で、譲渡人に協力するものとする

①本件関連契約の原本。

②競売手続関係書類及び法的倒産手続関係書類の各原本。

③本件貸付債権等につき、手形又は小切手等の有価証券が発行されている場合は、当該有価証券の原本（ただし、権利移転のために必要な場合、譲渡人がその手形に無担保裏書をしたもの）。
④本件担保・保証等及び費用等償還請求権につき、本件貸付債権の譲渡にともないこれらの権利を譲受人に移転させるために必要な書類一式。

⑤本件貸付債権等の譲渡にともなう法的倒産手続上の地位及び競売手続上の地位の承継に必要な書類一式。
⑥本件貸付債権等に関連して締結された契約証書等（第1号記載のものを除く。）のうち、譲渡人及び譲受人が別途交付することを合意したものの原本又は写し。

⑦第6条第4項により交付されるべき支払手段。

⑧上記のほか、個別契約に本項に基づく交付書類として記載されたもの。

[⑨受渡日時点における本件貸付債権等の残高を記載した明細書]

第4条（対抗要件具備手続等）

(1)譲渡人及び譲受人は、本件貸付債権の譲渡に関し、以下の方法により対抗要件を具備するものとする。ただし、個別契約に別途定める場合には、当該規定を優先的に適用するものとする。

①譲渡人は、受渡日以降速やかに、配達証明付内容証明郵便により債権譲渡通知書を原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）に送付する。ただし、譲渡人は、受渡日（同日を含む。）までに、原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）より本件貸付債権の譲渡に関し異議を留めない承諾書を取得し、かかる承諾書に確定日付を取得することができた場合には、債権譲渡通知書の送付義務を負わないものとする。

②譲渡人が前号により発送した債権譲渡通知書に係る配達証明書又は確定日付を取得した承諾書を入手したときは、譲渡人は、速やかに譲受人にその原本を交付するものとする。なお、前号により発送した債権譲渡通知書が譲渡人に返送された場合、譲渡人は速やかに譲受人にこれを通知し、その後の対応について協議するものとする。

③前2号の確定日付取得、通知等について生じる合理的費用は、譲渡人の負担とする。

(2)譲渡人及び譲受人は、本件貸付債権の譲渡に随伴して譲渡人から譲受人に移転される権利は、個別契約に記載する本件担保・保証等及び費用等償還請求権であることを確認し、以下の方法によりその権利移転手続及び対抗要件具備手続を行うものとする。ただし、個別契約に別途定める場合には、当該規定を優先的に適用するものとする。

①本件担保・保証等のうち、本件貸付債権の譲渡にともない法律上当然に譲渡人から譲受人に移転する権利（法的倒産手続上の地位及び競売手続上の地位を含む。）について、譲受人は、その本件貸付債権に係る受渡日以降速やかにこれらの権利を自らに移転させ、かつ、それについて必要な対抗要件を具備するための手続を行う。

②譲渡人は、譲受人から要請があった場合は、前号の譲受人の行う手続に協力する。

③本件担保・保証等のうち、本件貸付債権の譲渡にともない法律上当然には譲渡人から譲受人に移転しない権利（根抵当権を含む。）について、譲渡人は、これらの権利をその本件貸付債権に係る受渡日（同日を含む。）までに移転できるようにするための手続（根抵当権の元本の確定を含む。）を行う。

④前号の権利について、譲受人は、受渡日以降速やかにこれらの権利を自らに移転させ、かつ、それについて必要な対抗要件を具備するための手続を行う。

⑤譲渡人は、譲受人から要請があった場合は、前号の譲受人の行う手続に協力する。

⑥前各号の手続に関する費用は、それぞれの行為者の負担とする。

⑦譲受人は、第1号及び第4号の手続に関して、当該手続の完了の後当該手続の完了を証する書面を入手した場合は、遅滞なく、当該書面の写しを譲渡人に交付するものとする。

(3)譲渡人は、約定日以降、その約定日に係る本件貸付債権についての本件担保・保証等に含まれない担保及び保証に関して、自由に免除、放棄、変更その他の処分ができ、譲受人は譲渡人の当該処分に一切異議の申立及び請求を行わないものとする。

(4)譲渡人が譲受人に対して債権譲渡通知書を引き渡した場合には、譲渡人は譲受人に対し、かかる債権譲渡通知書を原債務者に対して送付する取消不能の権限を授与する。

第5条（個別譲渡取引の前提条件）
(1)個別譲渡取引において、第3条に規定される譲渡人による本件貸付債権等の譲渡及び譲受人による譲渡価額の支払は、以下の各号すべてが受渡日において満たされていることを条件とする。ただし、譲渡人及び譲受人は、これら条件の全部又は一部を放棄することができる。譲渡人又は譲受人によるこれら条件の全部又は一部の放棄は、第8条に定める譲渡人又は譲受人の表明及び保証の違反を理由とする譲渡人又は譲受人の本契約に基づく請求権の放棄を意味するものではなく、譲渡人又は譲受人のそれら権利に何らの影響を与えないものとする。
①受渡日（当該日を含む。）までに、自らの適法な設立及び存続を証する書面、資格証明書又は法人登記簿謄本、並びに自らの印鑑証明書をそれぞれ相手方当事者に交付していること。

②第8条に記載された譲渡人及び譲受人による表明事項がいずれも真実かつ正確であること。
③譲渡人及び譲受人が、約定日から受渡日（当該日を含む。）までの間に本契約及び個別契約に基づき履行すべき義務を全て履行していること。
 (2)譲渡人又は譲受人のいずれかが前項の条件を満たさないために受渡日における本件貸付債権等の譲渡及び本件貸付債権等の譲渡価額の支払が実行されない場合、その条件を満たすことのできなかった当事者は、それにより相手方当事者に生じた損害、損失又は費用を負担するものとする。
第6条（基準日後弁済金の支払等）

(1)譲渡人及び譲受人は、譲渡価額が基準日時点における本件貸付債権等の価値を前提として決定されたものであることを確認する。

(2)譲受人は、本件貸付債権等の譲渡を受けた場合、本件貸付債権等に関する譲受人帰属弁済金を収受する権利を有する。
(3)譲渡人は、本件貸付債権等の譲渡を行った場合でも、本件貸付債権等に関する譲渡人帰属弁済金を収受する権利を有する。

(4)譲渡人が、基準日の翌日以降で受渡日の前日（当該日を含む。）までに譲受人帰属弁済金を受領した場合、譲渡人は、その譲受人帰属弁済金を（受領後の利息を付さずに）個別契約記載の方法により、受渡日に譲受人に対して支払うものとする。なお、譲渡人が受領した譲受人帰属弁済金が小切手その他の現金以外の支払手段である場合で、譲渡人がその支払手段を受渡日の前日（当該日を含む。）までに現金化できる場合は現金化した通貨を、譲渡人がその支払手段を受渡日の前日（当該日を含む。）までに現金化できない場合はその支払手段を、譲渡人は、個別契約記載の方法により、受渡日に譲受人に対して支払い、又は交付するものとする。
(5)譲渡人が、受渡日以降に譲受人帰属弁済金を受領した場合、譲渡人は、遅滞なく、その旨を譲受人に対して通知するとともに、その譲受人帰属弁済金を個別契約記載の方法により、譲受人に対して支払うものとする。なお、譲渡人が受領した譲受人帰属弁済金が小切手その他の現金以外の支払手段である場合、譲渡人は、遅滞なく、その旨を譲受人に対して通知するとともに、その支払手段を個別契約記載の方法により、譲受人に対して交付するものとする。

(6)譲受人が、譲渡人帰属弁済金を受領した場合、譲受人は、遅滞なく、その旨を譲渡人に対して通知するとともに、その受領した譲渡人帰属弁済金を個別契約記載の方法により、譲渡人に対して支払うものとする。なお、譲受人が受領した譲渡人帰属弁済金が小切手その他の現金以外の支払手段である場合、譲受人は、遅滞なく、その旨を譲渡人に対して通知するとともに、その支払手段を個別契約記載の方法により、譲渡人に対して交付するものとする。

(7)本条に基づく譲受人帰属弁済金の支払義務又は交付義務等を履行するために譲渡人が必要とする振込費用、印紙代等の合理的費用は譲受人の負担とし、譲受人は、譲渡人の請求があり次第遅滞なく、譲渡人又は譲渡人の指定する第三者に当該費用を支払うものとする。

(8) 本条に基づく譲渡人帰属弁済金の支払義務又は交付義務等を履行するために譲受人が必要とする振込費用、印紙代等の合理的費用は譲渡人の負担とし、譲渡人は、譲受人の請求があり次第遅滞なく、譲受人又は譲受人の指定する第三者に当該費用を支払うものとする。

(9)基準日の翌日以降に、本件貸付債権等と原債務者等が有する他の債権（譲渡人又は譲渡人より前の本件貸付債権等の債権者に対する債権に限る。）とが相殺された場合は、その相殺された日に、本件貸付債権等に係る譲受人帰属弁済金のうちその相殺によって消滅した額を、譲渡人が譲受人帰属弁済金として受領したものとみなす。
第7条（情報開示の範囲）
(1)譲渡人及び譲受人は、相手方当事者に対し、自ら保有する原債務者等の信用状況及びこれに類する情報（ただし、開示資料として譲渡人が譲受人に開示した情報又は個別契約に記載された事項を除く。以下、本条において「非開示情報」という。）を開示する義務を負わないものとする。
(2)譲渡人及び譲受人は、相手方当事者が非開示情報を有していることを承諾した上で個別譲渡取引を実施することを確認する。譲受人は、譲渡人による情報提供の有無にかかわらず、自ら適切と認める資料及び情報等に基づき原債務者等の信用状況、本件貸付債権等の内容、取引条件その他の審査を行い、独自の判断に基づき個別譲渡取引を実施するか否かを決定するものとする。
(3)譲受人は、約定日以降、原債務者等の信用状況及び本件担保・保証等の状況について、譲渡人による情報提供の有無にかかわらず、自ら適切と認める資料及び情報等に基づき独自に管理し、判断するものとする。
(4)譲渡人は、譲受人に対し、原債務者等の資力を保証せず、また、譲渡した本件貸付債権等を譲受人から買戻す義務を負わないものとする。
第8条（甲及び乙による表明・保証）
(1)本契約の締結に際し、甲及び乙は各々その相手方当事者に対し、本契約締結日並びに各個別譲渡取引の約定日及び受渡日時点で、以下の各号記載の事項が真実であることを表明し、これを保証する。これら表明及び保証が事後的に真実かつ正確でないことが判明した場合には、直ちにその旨を相手方当事者に対して書面により通知するものとする。

①自らが設立国の法令等に基づき適法に設立され、かつ、現在有効に存続する法人であり、自らその財産を所有し、現在従事している事業を遂行し、かつ、本契約を締結し、本契約上の義務を履行する権限及び権利を有していること。

②自らによる本契約の締結及び履行は、自らの権利能力の範囲内の行為であり、本契約の締結及び履行につき法令上及び自らの内部規則において必要とされる一切の手続を履践していること。

③自らによる本契約の締結及び履行が、(ⅰ)自らを又はその財産を拘束する法令等に反することはなく、(ⅱ)自らの定款その他の社内規則に反することはなく、また、(ⅲ)自らを当事者とする若しくは自らが拘束される第三者との間の契約に反するものでないこと。

④本契約は、法的倒産手続その他債権者の権利行使に一般的に影響を与える法令に基づく制限を受ける場合を除いて、その締結により、自らの適法で有効かつ拘束力を有する義務を構成し、その条項に従い執行可能なものであること。

⑤本契約の締結及び履行につき、行政機関等の許可、認可、承認、同意その他の行為を要するものでないこと。

⑥自らによる本契約上の義務の履行に重大な悪影響を与えるいかなる司法、行政上その他の紛争処理手続が係属しておらず、自らの知る限り、その手続が提起又は開始されるおそれもないこと。

⑦自らは、自らについての法的倒産手続の申立をしておらず、自らの知る限り、第三者による自らに対する法的倒産手続の申立もされていないこと、また、自らは、支払不能、支払停止又は債務超過の状態にないこと。自らの債権者を害する意図はないこと。

(2)個別譲渡取引に際し、甲及び乙は各々その相手方当事者に対し、当該個別譲渡取引に係る個別契約の約定日及び受渡日時点で、以下の各号記載の事項が真実であることを表明し、これを保証する。これら表明及び保証が事後的に真実かつ正確でないことが判明した場合には、直ちにその旨を相手方当事者に対して書面により通知するものとする。
①自らによる当該個別契約の締結及び履行は、自らの権利能力の範囲内の行為であり、当該個別契約の締結及び履行につき法令上及び自らの内部規則において必要とされる一切の手続を履践していること。
②自らによる当該個別契約の締結及びその履行が、(ⅰ)自らを又はその財産を拘束する法令等に反することはなく、(ⅱ)自らの定款その他の社内規則に反することはなく、また、(ⅲ)自らを当事者とする若しくは自らが拘束される第三者との間の契約に反するものでないこと。
③当該個別契約は、法的倒産手続その他債権者の権利行使に一般的に影響を与える法令に基づく制限を受ける場合を除いて、その締結により、自らの適法で有効かつ拘束力を有する義務を構成し、その条項に従い執行可能なものであること。
④当該個別契約の締結及び履行につき、行政機関等の許可、認可、承認、同意その他の行為を要するものでないこと。
⑤自らによる当該個別契約上の義務の履行に重大な悪影響を与えるいかなる司法、行政上その他の紛争処理手続が係属しておらず、自らの知る限り、その手続が提起又は開始されるおそれもないこと。

⑥個別譲渡取引の結果、自らが、債務超過、支払停止又は支払不能の状態に陥らず、かつ、法的倒産手続の開始に必要な要件を充足するに至らないこと。また、自らは本契約及び当該個別契約に基づく義務の履行をするために十分な流動性及び純資産を有すること。

(3)個別譲渡取引に際し、譲渡人は、譲受人に対し、当該個別譲渡取引に係る個別契約の約定日及び受渡日時点で、以下の各号記載の事項が真実であることを表明し、これを保証する。これら表明及び保証が事後的に真実かつ正確でないことが判明した場合には、譲渡人は、直ちにその旨を譲受人に対して書面により通知するものとする。

①開示資料又は個別契約に記載されている場合を除き、当該個別譲渡取引に係る本件貸付債権等は、適法かつ有効に成立し存続しており、対抗要件の具備が問題となるものについては、対抗要件が適法かつ有効に具備されており、法的倒産手続その他債権者の権利行使に一般的に影響を与える法令に基づく制限を受ける場合を除いて、本件関連契約に従い執行可能であること。
②開示資料又は個別契約に記載されている場合を除き、当該個別譲渡取引により譲渡される本件貸付債権等について無効、取消、解除、更改、弁済、相殺、免除、消滅時効、説明義務違反その他の当該本件貸付債権等の全部若しくは一部を消滅せしめる事由が存在せず、当該本件貸付債権等の弁済期において原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）が履行を拒みうる事情が一切存在せず、かつ、原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）がこれらを主張していないこと。また、開示資料又は個別契約に記載されている場合を除き、本件貸付債権等について原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）との間で債権譲渡禁止特約がないこと、なお、このような特約が存する場合には、原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）が書面でこれを放棄していること。

③開示資料又は個別契約に記載されている場合を除き、本件貸付債権等に係る権利は、譲渡人にのみ帰属し、譲渡人がこの権利を譲渡できる権限を有し、また、本件貸付債権等には第三者のための担保権その他の負担も存在しておらず、第三者との間で本件貸付債権等を譲渡その他の処分をする旨の合意が成立していないこと。
④開示資料又は個別契約に記載されている場合を除き、譲渡人が知りうる限り、当該個別譲渡取引に係る本件貸付債権等について、第三者による仮差押、仮処分、強制執行、競売等の申立が行われておらず、その他譲受人に損害を及ぼすおそれのある権利、負担が一切付着しておらず、また、原債務者等に対して、法的倒産手続の開始又は申立が行われていないこと。
⑤開示資料又は個別契約に記載されている場合を除き、抵当権等及びその他担保権が本件貸付債権以外の債権を担保するものでないこと。

⑥当該個別譲渡取引により譲受人が原債務者等に対して追加貸付義務等の債務を負うこととなるような約束を、譲渡人は当該原債務者等に対して行っていないこと。
⑦基準日現在の本件貸付債権の未払元本金額は、個別契約別紙「債権明細」記載の金額を下回らないこと。その他、個別契約別紙「債権明細」及び「担保・保証明細」の記載が正確であること。
⑧本件関連契約及び開示資料に明記されているもの以外に譲渡人と原債務者等との間に、書面によると口頭によるとを問わず、本件貸付債権等に関するもので本件貸付債権等の回収可能性に重大な支障を生じる何らの合意も存在しないこと。

(4)個別譲渡取引に際し、譲受人は、譲渡人に対し、当該個別譲渡取引に係る個別契約の約定日及び受渡日時点で、以下の各号記載の事項が真実であることを表明し、これを保証する。これら表明及び保証が事後的に真実かつ正確でないことが判明した場合には、譲受人は、直ちにその旨を譲渡人に対して書面により通知するものとする。
①譲受人は、その有する金銭債権その他の資産に関し、当該債権の債務者その他の関係当事者を威迫し、又はその私生活若しくは業務の平穏を害するような行為に一切従事していないこと。

②譲受人は、貸金業法第24条3項に規定される取立て制限者に該当しないこと。

③譲受人は、貸金業法（同法第17条、第18条、第20条から第22条まで、第24条及び第42条を含む。）の内容を熟知し、これを遵守する意思及び能力を有すること。

④譲受人は、原債務者等の財産状態及び信用力、担保不動産の価値、市場性、処分可能性及び現状、本件貸付債権等の内容並びに譲受人の個別譲渡取引に係る契約締結及び本件貸付債権等の譲受に係る法律、税務、会計、関連規制上の効果等につき、自らの責任において、十分な検討、調査を行い、これらを評価し、個別譲渡取引に係る契約を締結し、本件貸付債権等を譲り受けるものであること。また、譲受人は、個別譲渡取引に係る契約の締結及びこれに基づく本件貸付債権等の譲受に関わる法律、税務、会計、関連規制上の効果及び取扱いについて、自己及び自己のアドバイザーにのみ依拠して検討を行っており、その効果及び取扱いに関し、譲渡人及び譲渡人のアドバイザーの判断に依拠したことはなく、また、今後も依拠するものでないこと。

⑤譲受人は、譲受人独自の検討・調査に基づき個別譲渡取引に係る契約を締結し、本件貸付債権等を譲り受けるものであり、譲受人は自己の営業規模、財務状況、投資経験等の事情に鑑み、その投資のリスクの適切性につき自らの責任において判断しうる十分な知識、経験、能力を有し、本契約において別途明確に定める場合を除き、これらにつき、譲渡人及び譲渡人のアドバイザーに依拠したことはなく、また、今後も依拠するものでないこと。

第9条（個別譲渡取引に関する当事者の義務）

(1)譲渡人は、約定日から受渡日（同日を含む。）までの間、[自己が保有する他の資産に対するものと同様の注意をもって／善良なる管理者の注意をもって］、自己の費用と責任において、本件貸付債権等を管理するものとする。

(2)譲渡人は、譲受人の書面による事前の同意がある場合を除き、約定日以降、本件貸付債権等につき、(ⅰ)本件貸付契約その他の本件関連契約の重要な条件及び内容の修正、改訂、変更、免除又は放棄（譲受人帰属弁済金の減額、弁済期限の延長を含むが、これらに限られない。）、(ⅱ)本件貸付債権等に関する、原債務者等に対する訴訟、その他の争訟の提起、調停の申立、抵当権等[及びその他担保権]の実行（競売申立（根抵当の元本確定のために行われる場合を除く。）及び私的実行の双方を含む。）、又はこれら法的手続に関する和解の締結、(ⅲ)本件貸付債権等の第三者に対する譲渡、売却又は担保権設定その他の処分、(ⅳ)担保不動産の任意売却その他の処分に対する同意、(ⅴ)原債務者等に係る法的倒産手続における本件貸付債権等に係る債権者としての権利行使（債権者集会における議決権の行使を含むが、これに限らない。）、(ⅵ)その他本件貸付債権等の内容及び条件に影響を与えるおそれのある行為を行わないものとする。
(3)譲渡人は、受渡日以降に受領した本件貸付債権等に関する送付書、書簡その他の書類を速やかに譲受人に引渡す。

(4)譲受人は、原債務者等を威迫し又はその私生活若しくは業務の平穏を害するおそれのある行為に従事せず、その他本件貸付債権等の取立て（第三者に取立てを委任することも含む。）にあたって、法令等（貸金業法を含む。）を遵守し、社会通念上相当と認められる手段及び方法に従い、また、公序良俗に反し又は反するおそれのある行為をしないものとする。

(5)譲渡人は債権譲渡通知書の内容に変更があった場合には速やかに変更後のものを譲受人に交付するものとする。

(6)譲渡人は、受渡日までの間、本件貸付債権等に関連する譲受人の権利に重大な影響を及ぼすと認められる事由が発生したことを知るに至った場合には、速やかに譲受人に報告するものとする。

第10条（損害賠償等）

(1)譲渡人又は譲受人が、相手方当事者による次項に定義される違反行為を原因として損害、損失又は費用を被った場合には、その譲渡人又は譲受人は、本条の規定に従い、受渡日の●年後の応当日（同日を含む。）までに相手方当事者の違反行為の内容と自らの被った損害、損失又は費用の明細を記載した賠償請求の書面を相手方当事者に交付することを条件に、当該損害、損失又は費用につき、相手方当事者にこれを賠償させることができる。ただし、基準日以降に発生した火災、地震その他譲渡人の責めによらない事由を原因とする損害、損失又は費用については、譲渡人は賠償義務を負わない。

(2)本条にいう「違反行為」とは、以下のいずれかの事由を意味するものとする。

①本契約又は個別契約に定める譲渡人又は譲受人の表明及び保証が、そこに定める日時点において、その重要な点において真実かつ正確でなかったこと。ただし、相手方当事者が、その日時点において、その表明及び保証がその重要な点において真実かつ正確でないことを知っていた場合を除く。

②本契約又は個別契約に定める相手方当事者の義務の不履行。

(3)譲渡人又は
譲受人は、第1項に基づき、自らに対し相手方当事者が損害等の賠償義務を負うこととなりうる請求が第三者によりなされた場合、その譲渡人又は譲受人は、当該相手方当事者に対し、直ちにその旨を書面で通知するものとする。この場合、当該相手方当事者は、任意の判断により、その責任と負担において、その請求に関して防禦手段を採ることができる。また、当該相手方当事者は、合理的な範囲内で、当該損害、損失又は費用を最小限にするために、その譲渡人又は譲受人に協力するものとする。
(4)譲渡人又は譲受人が本条に基づき相手方当事者に対し負担する損害等の賠償義務の総額は、個別契約に別途定める場合を除き、その損害等の賠償義務に関連する個別譲渡取引における本件貸付債権等の譲渡価額の総額を上限とする。

(5)譲渡人又は譲受人は、本条に基づき相手方当事者に対し負担する損害賠償等の義務の総額が、金●●円を下回るときは、損害賠償責任を免責される。

第11条（本件貸付債権等の譲渡、質入）
(1)譲渡人及び譲受人は、本契約に基づく権利及び義務の全部又は一部並びに本契約上の当事者としての地位については、相手方当事者の書面による事前の同意なくして、これを第三者に対し譲渡、担保差入れその他一切の処分を行うことができない。

(2)譲受人は、本件貸付債権等の全部又は一部について転譲渡等をすることができる。ただし、本件貸付債権等の転譲渡等に関する条項が本件関連契約に規定される場合又は原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）が当該本件貸付債権等の個別譲渡取引を承諾することに際し本件貸付債権等の転譲渡等につき特別の条項を付加した場合は、譲受人は、それら条項に従って本件貸付債権等の転譲渡等を行うものとする。

(3)譲受人が本件貸付債権等の転譲渡等を行う場合には、その相手方は、(ⅰ)その有する金銭債権その他の資産に関し、当該債権の債務者その他の関係当事者を威迫し、又はその私生活若しくは業務の平穏を害するような行為に一切従事しておらず、かつ(ⅱ)貸金業法第24条3項に規定される取立て制限者に該当しない者でなければならない。
(4)譲受人は、本件貸付債権等の転譲渡等を行う場合には、譲受人が当該本件貸付債権等の譲受人となることに関連し譲渡人に対し負担することとなった義務であって転譲渡等にともないその転譲渡等を受ける者（以下、「転譲受人」という。）にも負担させるべきものとして個別契約において明示される義務を、転譲受人に負担させるものとする。かかる義務が転譲受人に承継された場合において、当該転譲受人が当該義務につき違背をなしたことにより譲渡人に損害等が生じた場合は、譲受人はその損害等を譲渡人に対して補償する。ただし、譲渡人が別段の意思表示をした場合はこの限りでない。
第12条（費用負担及び遅延損害金）
(1)譲受人は、本契約において別段の合意が無い限り、本件貸付債権等の譲渡及び本件担保・保証等の移転（根抵当権等の元本の確定を含む。）に関する権利移転手続及び対抗要件具備手続に関連して発生する合理的費用（切手代、郵便代、印紙代、登録免許税及び弁護士、会計士、税理士又は司法書士等の専門家費用を含む。）を負担し支払うものとする。この費用を譲渡人が支出した場合には、譲受人は、譲渡人の請求に基づき速やかにその費用を譲渡人に対し支払うものとする。
(2)本件貸付債権等に関し基準日の翌日以降に発生する回収関連費用は、譲受人の負担とし、基準日（当該日を含む。）までに発生した回収関連費用は、譲渡人の負担とする。

(3)譲渡人及び譲受人は、本契約の作成及び交渉に係る弁護士費用その他の専門家費用を各自負担するものとする。
(4)譲渡人又は譲受人のいずれかが、本契約又は個別契約に関して発生した支払債務の履行を遅滞した場合には、当該遅滞した者は、相手方当事者に対し、当該遅滞の継続する期間（当該期間の開始日及び終了日を含む。）につき、債務不履行金額に対し[[年率[14]％の／相手方当事者が合理的に計算する当該期間に係る調達コストに年率●％を加えた／商事法定利率の]割合（1年を365日とした日割計算）]による遅延損害金を支払わなければならない。
第13条（守秘義務）
(1)譲渡人及び譲受人は、本契約に基づく取引に際し、自らが相手方当事者に開示する次項に定義される秘密情報につき、第4項以下の通り合意する（以下、本条において秘密情報を提供及び開示する者を「開示者」、開示者より秘密情報の提供及び開示を受ける者を「受領者」、本条に従い受領者より開示を受ける第三者を「開示先」という。）。
(2)「秘密情報」とは、以下の情報をいう。
①個別譲渡取引が行われた旨並びに当該取引に係る契約内容、取引条件及び交渉経緯等に関する一切の情報。
②個別譲渡取引の対象となり又は対象にしようとした本件貸付債権等に関し譲渡人から譲受人に提供された一切の情報（個別譲渡取引が実施されたか否かは問わず、本件貸付債権等に係る原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）に関する一切の情報を含む。）。
③譲渡人及び譲受人における譲渡、譲受に係る判断基準、要件等に関する一切の情報。
(3)前項の規定にかかわらす、以下の情報は、秘密情報に含まれない。
①開示者が提供及び開示する以前に受領者が秘密保持義務に服することなく所有又は保持していた情報。
②開示者が提供及び開示した時点で既に公知であった情報又はその後受領者及び開示先の責めに帰すべき事由によらずに公知となった情報。
③開示者が提供及び開示した後、受領者が守秘義務を負担することなく、開示者との間の秘密保持契約により拘束されることのない第三者より合法的に取得した情報。
[④譲受人が本件貸付債権の譲渡につき、原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）に対し対抗要件を具備した場合で、前項第2号の情報のうち［当該対抗要件の具備により対抗できる第三者が当事者である本件関連契約及び法的倒産手続に関する情報］並びに競売手続に関する情報。]
(4)受領者は、秘密情報が高度の機密性を帯びているものであることを十分に理解、認識し、事前に開示者より書面による承諾を得た場合を除き、秘密情報を第三者に開示及び漏洩しないものとする（本条において、受領者が開示者に対して負うこの義務を「守秘義務」という。）。ただし、以下の①ないし[⑦]に定める場合には、受領者は、秘密情報（但し、(i)本件貸付債権等の管理、回収、処分等に合理的な関連性が存しない情報、(ii)原債務者等（その原債務者等について管財人等が存在するときは、その管財人等）に専属的に帰属する情報（原債務者等に属する営業秘密を含むがこれに限られない。）、並びに(iii)[原債務者等の]名誉及びプライバシーに関わる情報を除く。）を、法令等に従い、必要な限度で開示することができる。この場合、受領者は、開示先に対し、秘密情報の機密性について十分かつ適切に説明するものとし、開示先が本条に基づく受領者の守秘義務と同内容の守秘義務を負うよう一般的に相当と考えられる措置を講じるものとする（なお、第4号に定める者に対し開示を行う場合には、これらの者との間で、本条に基づく受領者の義務と同程度の守秘義務を負うこととなる秘密保持契約を書面により締結するものとする）。
①受領者の役職員（職務上当該秘密情報の開示を受ける必要のある者に限る。）に開示する場合
②受領者の親会社、関連会社又はその役職員（職務上当該秘密情報の開示を受ける必要のある者に限る。）に対し開示する場合
③弁護士、会計士、税理士等の法律上守秘義務を負う外部専門家に開示する場合
④個別譲渡取引の譲受人が受領者となる場合で、譲受人による資金調達、又は当該個別譲渡取引に係る本件貸付債権等の転譲渡等の目的で、その資金調達先、転譲受人、資金調達又は転譲渡等を媒介する者又は格付機関（これらの候補者を含む。）に開示する場合
⑤本件貸付債権等の回収及び管理に関し、本契約当事者以外の債権管理回収業に関する特別措置法（平成10年法律第126号。その後の改正を含む。）第3条により法務大臣から営業の許可を得た債権回収会社等に事務の委任をする目的で、本件貸付債権等の管理、回収、処分等に合理的な関連性のある情報を、当該債権回収会社等に開示する場合
⑥本件貸付債権等の譲渡及び本件担保・保証等の移転につき対抗要件を具備するために、個別譲渡取引が行われた旨を原債務者等に開示し、又は登記等により公示する場合

⑦本件貸付債権等の譲渡につき貸金業法第24条に基づき通知する場合
(5)開示先が法令等に基づき秘密情報の開示の義務を課される場合、受領者は、その開示を回避するため、開示の範囲を限定するため、又は開示された情報の取扱い等について救済措置を得るため、法令等上許される範囲内で、直ちにその旨を開示者に対し通知するものとする。上記救済措置が得られない場合には、開示先は、秘密情報を、その機密性を極力損なわないように適切かつ合理的な範囲及び方法で、開示できるものとする。
(6)受領者は、個別譲渡取引の可否の判断又は本件貸付債権等の回収、管理若しくは処分（転譲渡等を含む。）の目的（以下、「本件目的」という。）で、かつ、本条の規定に従ってのみ秘密情報の開示を受けることができ、本件目的以外の目的にはこれを使用することができない。
(7)受領者は、開示者から請求された場合、又は開示者より開示を受けた秘密情報に関する資料を本件目的に関連して保管又は保有する必要がなくなった場合には、法令等に反しない限り、当該秘密情報に関する資料（複製物を含む。）を開示者に返却、破棄又は消去するものとする。
(8)受領者の守秘義務は、前項及び本契約上の地位の譲渡の有無に関わらず、当該秘密情報の開示を受けたときより●年間有効に存続する。ただし、当該存続期間が満了した場合でも、個別譲渡取引が実施された場合の本件貸付債権等に係る秘密情報については、当該本件貸付債権等に係る債務の履行が完了するまでの間、本条の守秘義務は有効に存続する。また、受領者は、本項の期間の経過した後においても、本条の趣旨を尊重し、秘密情報の取扱について配慮するよう努める。
(9)受領者は、事前に開示者より書面による承諾を得た場合を除き、本件目的又は個別譲渡取引に関連して受渡日の前日以前に原債務者等と接触することはできない。
第14条（修正、終了及び届出）

(1)本契約は、甲及び乙が書面により合意する場合に限り、これを修正又は終了することができる。ただし、本契約終了時までに本契約又は個別譲渡取引につき現に発生した甲又は乙の義務は、本契約終了後も有効に存続するものとする。

(2)甲及び乙は、本契約の締結にあたり、相手方当事者に対し、名称、住所、連絡先、本契約に基づく取引に用いる印章又は署名その他別に合意する事項を書面により届け出るものとする。
(3)甲及び乙は、前項により届け出た事項に変更があった場合には、相手方当事者に対し、速やかに書面により変更の届出をする。甲及び乙は、相手方当事者よりかかる変更の届出がない場合には、当該変更はないものと取扱うことができる。
(4)前2項の届出を怠ったために、本契約に基づきなされた通知又は送付された書類等が延着し又は到達しなかった場合には、通常到達すべき時に到達したものとみなす。
第15条（通知）

(1)本契約及び個別契約に基づく取引において要求され又は認められている本契約の相手方当事者に対する通知は、すべて書面により行わなければならず、相手方当事者が届け出た住所（又は相手方当事者が通知の連絡先として届け出た、住所とは異なる連絡先）に、以下の各号に定める方法により行うものとする。また、本契約及び個別契約に基づく取引において要求される書類の交付についても同様とする。
①直接持参交付方式
②郵送又はクーリエサービス
③ファクシミリによる通信（ただし、事後に原本を第1号又は第2号の方法で交付しなければならないものとする。）
(2)本契約及び個別契約に関し行う通知及び相手方当事者に提出し又は当事者間で締結する書類は、日本語による。ただし、甲及び乙が別途合意した場合は、この限りではない。

第16条（条項の見出し及び権利の存続）

(1)本契約の各条項の見出しの内容及び規定の順序は、本契約の当事者の参照のために便宜的に設定されたものであり、本契約の解釈にいかなる影響をも及ぼすものではない。
(2)甲又は乙のいずれかが本契約により定められた相手方当事者に対する権利の全部若しくは一部を行使しないこと又は行使の時期が遅延することは、いかなる場合であっても当該相手方当事者に対する当該権利を放棄したもの又は当該相手方当事者の義務を免除若しくは軽減したものとは解されず、当該権利又は義務にいかなる効果も与えない。

第17条（準拠法及び裁判管轄）

(1) 本契約及び個別契約の準拠法は、日本法とし、これに従って解釈される。

(2) 本契約及び個別契約に基づく取引に関して生じる一切の紛争（調停を含む。）については、[東京]地方裁判所又は[東京]簡易裁判所を第一審の[非専属／専属]的合意管轄裁判所とする。

第18条（本契約の可分性及び追加の契約書類等への調印）

(1)裁判所の判決等により、本契約［又は個別契約］の条項の一部が無効又は執行不可能とされた場合、当該条項等を有効とするために必要な最小限度の修正が加えられるものとする。この修正は、その条項を除く本契約の他の条項に影響を及ぼすものでない。

(2)甲及び乙は、何時でも相手方当事者から要求ある場合において、本契約及び個別契約の目的を達成し、本契約及び個別契約に基づく取引を履行するために合理的に必要又は適切と認められる限り、更に追加の契約書類その他の書類に調印し、又はその他の必要な手続を執り行うものとする。
第19条（誠実協議）

本契約に定めない事項又は本契約の解釈に際し当事者間に疑義が発生した場合には、譲渡人及び譲受人は、誠実に協議を行い、解決に努めるものとする。
以上、本契約締結の証として本書2通を作成し、甲及び乙が記名押印又は署名のうえ各1通ずつを保有する。

○○○○年○月○日
甲：






　　　　　印
乙：






　　　　　印
[印紙]
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